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０．基本方針 

○ 本校の児童の身体・生命の安全を第一と考え、校舎内外における安全管理に万全を期する。 

○ 緊急時の手順・情報伝達体制・役割分担等、具体的に機能する組織の充実を図る。 

○ 関係機関との連携を密にし、防犯情報等の共有に努め、緊急時における支援協力体制を整え

る。 

 

★ 学校における危機管理 
１．学習活動あるいは学校生活上において児童・教職員の生死に関わるような事件や事故 

 ２．不審者侵入等による事件・事故 

３．「学級がスムーズに機能しない状況」など、学校・学級経営上極めて困難な状態 

 ４．体罰・セクハラなど教職員の不祥事 

   ５．地震や火災などの災害 

   ６．不当要求などの対応 
 

 ★ 事件・事故の緊急対応マニュアル 

 

ポ イ ン ト 

① 早期発見・早期対処              ② 管理職のリーダーシップ 

③ 正確な情報収集及び情報の共有化   ④ 組織的な対応 

⑤ 保護者・地域社会との連携         ⑥ 教育委員会との連携 

⑦ 関係機関との連携                ⑧ 通信手段の確保 

⑨ 報道関係への対応 

 

① 早期発見・早期対応 

早期発見に努め，最優先とする対応は何かを意識しながら冷静に対処する。 
 

     ② 管理職のリーダーシップ 

危機発生時，管理職は状況を判断し，全教職員に「緊急対応を行う」旨を明確に伝え，役

割分担等について的確な指示を行う。特に「対策本部」を必要に応じて組織する。 

なお，管理職不在時に事件事故が発生した場合の対応の判断・指示・連絡について事前に

共通理解しておく。（生徒指導，週番等） 

③ 正確な情報収集及び情報の共有化 

事件事故発生時に，周囲にいた児童より可能な限り正確に聞き取った情報を整理し，要点

を文章化または図式化し，全職員で共有化を図る。 

 さらに、事故発生時以降の時系列にまとめた記録を残す。 

 また、停電等により情報収集が困難な場合は、個人の車のラジオやＴＶ、または携帯電話

等を利用する事も考えられる。 

④ 組織的な対応 

対策本部の決定事項を学校全体で組織的に対応できる体制をつくる。個人の判断で対応す

ることは極力避ける。やむを得ず個人の判断で対応した場合は，事後速やかに報告するな

ど，「報告・連絡・相談・記録」の徹底をはかる。＜ほう・れん・そう＞＜きろく＞ 

⑤ 保護者・地域社会との連携 

西庄内小学校一斉メールや緊急連絡先による連絡の徹底、育友会役員や地域の関係者と協

力して危機の解決に当たるとともに学校の教育活動を守る体制づくりをする。必要に応じて

緊急保護者会を開く。 

⑥ 教育委員会との連携 

危機発生時には様々な対応が必要となるが，教育委員会と連携をしながらすすめる。ま
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た，マスコミ等への適切な対応が図れるように，連絡・調整を行う。 

⑦ 関係機関との連携 

危機を最小限に押さえるため，関係機関に連絡し，支援を要請することを原則とする。校

長は正確な事実関係を把握し，最終的に要請の必要性を判断する。 

⑧ 通信手段の確保 

保護者や報道機関からの問い合わせが殺到し,学校の電話が使用できなくなった場合は,非

常用の通信手段を確保する必要がある。ＦＡＸ、本人の同意を得た上での個人の携帯電話な

どが考えられる。 

⑨ 報道機関への対応 

報道機関に対しては，個人情報や人権等に最大限配慮しながら，公開できる情報は明確に

伝え，誠意ある姿勢で対応する。プライバシー保護の立場から伝えられない場合はその旨を

説明し，理解を求める。その際窓口を一本化し，校長又は教頭が対応するとともに，報道機

関に情報を提供する場合は，どの機関に対しても公平に情報を提供する。 

     ① 報道関係への依頼            ② 社名・記者名・連絡先等の確認 

③ 取材意図の確認及び準備         ④ 明確な回答 
⑤ 記者会見の設定 

 

〈保護者会の開催〉 

    ① 説明内容を十分に準備して望む      ② 教職員の意識を統一する 
    ③ 児童のプライバシー保護に十分配慮する  ④ 誠意ある丁寧な対応を心がける 

 

〈再発防止への取り組み〉 

事故処理が一応終了した段階になれば，再発防止に向けた体制づくりに取り組む必要があ

る。全教職員の共通理解の下，指導体制の改善・強化を図る。また，教育委員会と連携を図

り，施設設備の不備に関わる事故の場合は早急に改善を行う。事件事故を契機に保護者や地

域・関係機関等との連携強化に努め，児童を守る体制づくりを確立する。 

 

★ 日常における安全管理 

（１）校内巡視と安全点検 

① 校内巡視  異常箇所のチェック・異常事態の早期発見・対応 

② 安全点検  日常の巡視の他、月１回の安全点検を行う。 

       （教室・体育館・運動場・倉庫・遊具・ガス・電気・水道・外まわり他） 

（２）来校者の確認 

   ① 出入り口の限定  来校者の出入り口は職員室玄関のみとする。 

② 案内板の掲示（児童玄関・職員室玄関） 

                    

 

 

（３）登下校における安全確保 

・ 定められた通学路の登下校の徹底 

・ 学級指導での安全確認の徹底 

      ・ 地域保護者との連携・協力依頼 

・ 教職員による月１回の登下校指導 

   ・ 通学路の安全点検 

 

（４）盗難防止の警備計画 

盗難を防止するため，本校では下記の事項を申し合わせ，事件の発生を防ぐものとする。 

なお，日中についても同様な備えを心掛けるものとする。 

 

学校に用事のある方は、必ず職員室にて、その旨をお知らせく
ださい。               西庄内小学校 

           

児童玄関 
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１．管理一般 

＊ 戸締まり、施錠に注意を払う。 

・ 教室（特別教室等）の戸締まりは担当指導者が確実に行う。 

・ 特別教室の戸締まり，特に理科室の薬品等を使用した場合は再確認する。 

・ 最後に学校を退庁する際には，電源・施錠・警備システム設定を確認して帰る。 

・ 玄関の鍵は，各自が所持しておくが、紛失等の管理を徹底する。 

２．教室等に置かないもの 

・  公金及び個人の現金 

・ 高価な物品 

３．学校金庫等に収納するもの 

・ 指導要録等児童の指導や個人情報にかかわるもの 

＊ 通知表，テスト成績，家庭環境調査票，指導等に関わるものは，十分な注意を払い，教

職員の責任において管理 

      ・ 公金関係書類 

      ・ 個人情報を入力した記録媒体等は責任をもって管理する。（ＵＳＢの管理も併せて） 

４．その他 

      ・ 児童からの集金事務は早朝に済ませ，教室や職員室には置かず，金庫等に保管する。 

・ 公金は，素早く支払いを済ませる。やむを得ず支払いができない時は，通帳に入れる   

か，金庫等に保管する。 

      ・ 金銭の扱いについては，教職員はもちろん児童にも十分な指導や注意をさせる。 

         （ex.教卓の上に出しっぱなしにさせない。） 

    ・「車上ねらい」に注意！（車の外から見える場所にカバンやバックを置かない） 

（５）不審者等に対する指導 

１．期 間 

      ・ 年間を通して 

２．内 容 

・ 可能な限り複数人で，決まった時刻までに帰宅する。 

      ・ 見知らぬ人や不審者から声をかけられたり，乗車を誘われたりしてもきっぱりと断る。 

・ 危険を感じたら大声で助けを求めたり，近くの家にかけ込んだりして，警察への連絡を

お願いする。 

・ 相手の車の特徴やナンバー，人相，服装，ことばの特徴等を可能な限り覚えておく。 

＊ 合い言葉「いかのおすし」 

３．方 法 

・ 学校においては，給食時や集会時，一斉下校時に全児童を対象に，また学級の朝の会や

帰りの会，学級指導時に学級毎に繰り返し行う。 

・ 関連情報があった場合は，学校は速やかに保護者に知らせるとともに，学級通信や学校

だより等を通じて家庭における指導，協力を呼びかける。 

・ 保護者においては，登下校時や家庭での生活時の指導を繰り返し行う。 

・ 無断侵入者を想定しての訓練の実施をする。 

   ４．学校において日常的に行っていること 

・ 職員室には常に職員を配置し，誰もいないことのないようにする。 

（６）個人情報 

学校学級に関する業務，育友会業務，校務に関する業務，子どもの学習成果等 

   ＊ 教育委員会ファイルサーバー(西庄内小学校)への保存＊ 
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１.周囲の安全確保 

  倒れている場所が安全か

どうか確認する。 

  危険な場所なら安全な場

所に移動する。 

 

２.出血の観察 

  出血があったら

すぐ止血する。 

５.気道の確保 

 意識がないときは呼

吸がしやすいように

気道を確保する。 

７.循環のサインの観察 

 循環のサインのない時は、 

人工呼吸に合わせて心臓マッ

サージを行う。 

《意識状態の観察と判断》 

呼びかけに反応（開眼・応答）がなけれ

ば、意識障害があると考えて、大きな声で

確保してから、「誰か来て！」と救助を求

め、「１１９番」通報を依頼する。 

《呼吸状態の観察と判断》 

可能であれば､負傷者を仰臥位とし、気道を確

保してから、 

① 負傷者の胸部が動いているかどうか、 

② 負傷者の鼻や口に耳を近づけて呼吸音が聞

こえるかどうか、 

③ 吐く息を顔に感じるかどうかを観察する。 

Ⅰ．事故等対応 

《応急手当の仕方》 

(1) 負傷者がいたら、まず、応援を依頼してその人が管理職にも 報

告し、残った人が様態を観察する。 

  

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 応急手当に着手するとともに，校長の指示を仰ぐ 

・ 「１１９番」通報(教頭)をする。 

  ・ 搬送者、搬送先を記録し、保護者に連絡をする。(担任) 

  ・ 保護者や地域の方々の協力を得ることも検討する。 

 

(3) 大出血している場合は、圧迫したり、心臓に近いところを縛っ

たりして止血する。 

 

(4) 呼吸をしていない場合は人工呼吸を、循環のサインがない場合

は心肺蘇生法を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.救急車の要請 

  まず意識の有無を確認

し、近くの人に協力を

求め、救急車を呼ぶ。 

４.口中の異物除去 

 口の中に何か詰まって

いたら取り除く。 

 血液や唾液は拭き取る。 

６．呼吸の観察 

 呼吸が止まっていたら

すぐに人工呼吸をす

る。 
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        呼吸をしていなければ人工呼吸を行う 

 

（ア）気道を確保する。           （イ）人工呼吸法（口対口）を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

       循環のサインがなければ、心臓マッサージを行う                                                                              

              

（ウ）循環のサインの観察と判断 

まず、気道を確保し、呼気吹き込み人工呼吸 

を２回行った後に、負傷者の口に自分の耳を近 

づけて、呼吸をしているかどうかを胸の動きで 

みたり、呼吸の音を聞いたり、咳をしているか 

どうかを観察する。同時に身体に何らかの動き 

がみられるかを１０秒以内に観察する。 

これらの兆候が見られなければ、循環のサイ 

ンがなく心停止と判断して、直ちに心臓マッ 

サージを行う。 

このような観察で呼吸をしたり、咳をしたり、 

身体の動きがみられたりする場合は、循環のサ 

インがみられるので、心停止ではないと判断す 

る。 

 

ＡＥＤを使用する 

※ 蓋を開ければ、音声ガイドが流れるので、救急処置ができる 

 

 

 

 

 

 

＊２秒かけてゆっくり２回 

 （８歳未満の子どもは 1～1.5 秒かけて２回） 

 

頭部後屈あご先拳上法  下がく拳上法 

  （一般的）      （頸椎損傷が疑われる場合） 

心臓マッサージ   人工呼吸 

  ３０    ：   ２ 

（１分間に１００回のリズム） 

  （１人で）    （２人で） 

 

 ◇圧迫の深度：約３.５㎝～５㎝ 

  （８歳未満の子どもは胸の厚さの 

 １／３ (約２.５㎝～３.５㎝)） 

鼻をつまむ。 

1．フタを開けると 自動電源ON 

 

2．電極パッドを胸に貼る 

 

3．ボタンを押して 電気ショック 

 

ふきこみ量 

１０ml／体重１ｋｇ 
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Ⅱ．火災対応 
(１) 昼間 出火の場合 

   次の組織によりそれぞれの任務に就き、常時訓練して徹底を図る。 

職 務 任     務 責任者 場所・用具 

消火対策 

本  部 

(指 揮 班) 

・非常事態の発生に備え、日頃より対策を整える。 

・非常事態発生時は、陣頭に立ち、避難（児童）・

消火・搬出・救護・全般にわたる指揮を執る。 

校 長 
掲揚台前 

マイク 

初期警報 

・発見とともに警報を発する。（ベル） 

・本部に状況を報告する。 

・警報、校内放送（マイク）、口頭伝達。 

発見者 火災報知器 

警報通報 
・下記の順序で速やかに通報。 

①１１９番、②駐在所、③市教委  
教 頭 

校内放送 

電話通報 

避 難 班 
・対策本部の指示により、誘導避難。 

・人員を掌握し、安全に避難誘導。 
担 任 掲揚台前 

搬  出 

・非常持ち出しより搬出。（学籍簿、卒業生台帳、

学校沿革史、指導要録、健康診断票、歯の検査票、

学校日誌、出席簿、その他。） 

教 頭 

事務職員 

校長室 

職員室 

消  火 
・全力をあげて初期消火に当たる。 

・消火用施設用具をフルに活用する。 

担任以外  

職員 

消火用施設 

用具 

救  護 

救急医療 

・事故者の救出、治療。 

・応急手当の備品確保。 

・学校医への連絡と援助依頼。 

養護教諭 

ＡＥＤ 

毛布・担架 

保健調査票 

保護者連絡 

引き渡し 

・保護者連絡（けがの状況・安否・引き渡し）。 

・身元確認・家庭や安全性の状況確認。 
担 任 

引き渡しカ

ード 

(２) 夜間及び休日 出火の場合 

   ・ 警備会社からの通報を受けた後，校長他全職員と教育委員会に通報する。 

  ・ 学校へ駆けつけ，可能な限り搬出に当たる。 

  ・ 状況をよく判断して適切な処理を取り、被害を最小限に食い止めるよう努力する。 

○ 教育訓練計画 

① 事前の用意 

   ・ 事前に児童に対して、避難、消火、搬出の主旨及び要領等を説明し徹底させておく。 

   ・ さすまた当の演習のための準備品は、定位置に保管し、全職員が共通理解しておく。 

② 非常連絡   ・ 非常ベル（火災報知器）と緊急校内放送。 

  ③ 避難要領 

   ・ 教師の指示  ＊ 秩序正しく落ち着いて敏速に避難することを徹底させる。 

   ・ 出火の場所を知らせる。 

   ・ 窓を閉める。 

   ・ 出口に近い人から順に出て、どこを通ってどこに集合するかを指示する。 

・ 校舎内では｢○おさない｣｢○はしらない｣｢○しゃべらない｣｢○もどらない｣の｢おはしも｣の徹底。 

   ・ 避難口は出火場所により、安全な出口にする。 ＊ 地震の場合も同様である。 

   ・ 避難場所は状況により異なるが、ふつうは運動場南側の掲揚台前とする。 

     ＊ 状況により風上に避難することもある。 

   ・ 消火係、搬出係は、いったん避難後、直ちに所定の位置に着き待機する。 

   ・ 常に整列し、直ちに移動し得るように訓練する。 
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・ あわてて外へ飛び出さない。 

・ すぐに机の下に潜る。 

・ 机の脚の前と後ろをしっかりと握る。 

 

・ 窓ガラス等の落下を避け、中央にしゃがん

で頭の上に手を載せる。 

・ 時間があれば近くの教室の机の下に潜る。 

 

 

・ あわてて外へ飛び出さない。 

・ 窓ガラスや照明の下から離れる。 

・ 頭の上に手を載せてしゃがむ。 

 

 

・ すぐ、トイレのドアを開ける。閉じ込めら

れないように。 

・ しゃがんで、頭の上に手を載せる。 

・ 慌てないでじっとしている。 

 

 

・ 慌てて飛び出さない。 

・ 火（コンロ・アルコールランプ）を消す。 

・ 熱湯に注意し、危険な道具（包丁等）から

離れる。 

・ 薬品は流しへ運ぶ。 

・ 実験器具棚や調理器具棚等、危険物から

離れる。 

・ 机の下に潜れないときは、頭の上に本や

イスを載せてしゃがむ。 

 

 

・ あわてて外へ飛び出さない。 

・ 本棚から離れる。 

・ 机の下に潜って、机の脚をしっかり握る。 

・ 机の下に潜れないときは、頭の上に本を載

せてしゃがむ。 

 

 

 

・その場に、しゃがむ。 

・校舎等からのガラスの飛散や外壁の倒壊等

の危険物から離れる。 

Ⅲ．地震対応 

【初期対応】  児童自身が自らの身を守る 

 ＜落ちてこない・倒れてこない・移動してこない＞場所に避難 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【二次対応】 

 二次災害を想定した準備 

 □ 余震 ⇒ 建物の倒壊、非構造部材の落下・転倒・移動。 

□ 火災 ⇒ 学校からの災害・周辺地域からの延焼・類焼。 

 □ 土砂災害 ⇒ 地滑り・亀裂。 

 

[余  震] 

  校庭の中央に集合 

   近隣の耐震性のある建物へ避難 

 

[火  災] 

【教師の動き】  ※休み時間までに必ず出欠の記入をしておくこと。 

〔教頭〕火災報知器を鳴らす。 

〔教頭〕地震の通知と指示を放送する。＜使用不可の場合は、拡声器を使用し大声で＞ 

（ 地震が治まったら ） 

〔教頭〕避難指示の放送をする。＜使用不可の場合は、大声で＞ 

教室にいたら 
廊下や階段にいたら 

体育館にいたら 
トイレにいたら 

理科室（家庭科室）にいたら 

図書館にいたら 

地震が治まったら、教師の指示に従って避難させる。 

運動場にいたら 
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授  業  中 休み時間・放課後等 

〔教頭〕避難指示の放送 

 

 

 

 

 

 

 ※ 状況により、変更あり。 

 

 

 

《教室の場合》 

〔各担任〕 児童引率 

〔支援担当〕残留者確認 

《体育館・運動場他の場合》 

〔担任〕そのまま掲揚台横へ児童引率 

 

〔養護教諭〕応急処置 

〔教頭〕避難指示の放送 

 

 

 

 

 

 

・ 新校舎１階～児童引率 （４年担任） 

              

残留者確認（支援員） 

・ 新校舎２階～児童引率 （６年担任） 

残留者確認（５年担任） 

・ 旧校舎 ～ 児童引率 （１・２年担任） 

  残留者確認（３年担任） 

          

・ 運動場 ～ 児童確認（支援員） 

○ 運動場待機者と校舎内からの避難者を 

合流させる。 

 

《教室の場合》 

〔各担任〕 児童引率 

〔支援担当〕残留者確認 

《体育館・運動場他の場合》 

〔担任〕そのまま掲揚台横へ児童引率 

 

〔養護教諭〕応急処置 

 

[土砂災害] (風水害も) 

○ 校舎内に避難 

○ 児童下校 ～ 

 ・ 地区担当者による引率下校 

・ 保護者への引き渡し ～ 連絡・身元確認・引き渡しカードによる確認 

家庭の安全性の確認 

 

 二次対応の情報収集 

○ テレビ・ラジオ・インターネット・メール・自動車のラジオやテレビ 

○ 停電時に備え、携帯ラジオ、ラジカセ(電池入り) 

○ ＜学校での２次避難先の確保＞ 

 

 

 

○ 電気を消し、コンセントを抜き、学級名簿を持参する。 

○ 避難経路を確認し、素早く避難開始をする。 
・ 人数を確認し、素早く避難場所に移動する。 

 ・ 「お・は・し・も」の徹底を図る。 
・ 避難場所は、掲揚台横とする。 
・ 階段は右側を歩く。（追い越し厳禁） 

○ 担任は、直ちに人数を確認して、教頭に報告する。 

○ 搬出係は、避難終了後所定の仕事に就く。 
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＜地震発生対応計画＞ 

１ 授業中              ２ 休み時間等 

 

 

 

 

                      

                       

 

 ◇校舎外避難の決定と指示（校長,教頭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

◇救急車の要請の決定と指示 

                        

 

                        

（担任または養護教諭） 

 

 

 

 

 

 

地震発生 
地震発生 

児童の安全確保 

 

安否確認活動 

避難後の安全確保 

校舎外に誘導 

 

保護者への連絡 

保護者への引渡し 

負傷者・行方不明者の確認,救助 消火活動 非常持ち出し 

① 待機指示の放送（機器使用可の場合） 

（授業中）「ただ今、異常がないかどうか確認しています。その場を動か

ず、次の連絡を待ってください。」 

（休み時間等）「児童の皆さんに連絡します。異常がないか調べていま

す。危険なところから離れて、次の連絡を待ってください。」 

② 避難指示の放送 

（授業中）「先生の指示に従って、すぐに校庭に避難しなさい。」 

（休み時間等）「児童の皆さんに連絡します。今、○○室で異常が発生

しました。走らないで、校庭に出ましょう。」 

 ※機器使用不可の場合はハンドマイクで行う。 

③ 消防署へ連絡 

④ 教育委員会へ連絡 

実施可能な応急手当 

救急車の要請 

救急車の同乗 

付き添い・看護 

学校への連絡 

⑤ 保護者への連絡 

⑥ 被害状況の把握 

⑦ 情報収集（２次災害の危険性,地域の被害等） 

⑧ 教育委員会への連絡 

⑨ 保護者等からの照会に対する対応 
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３ 校外学習中           ４ 登下校時 

 

 

 

 

                      

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担任または養護教諭） 

 

                             

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震発生 地震発生 

児童の安全確保 

 

学校へ連絡 

避難後の安全確保 

近くの安全な場所に避難 

 

保護者への連絡 

保護者への引渡し 

付き添い・看

護 

 

学校への連絡 

◇避難後の対応決定 

  （校長,教頭,場合によっては引率者の判断で） 

 ◇場合によっては学校から応援職員を派遣 

 ◇救急車の要請の決定と指示 

（校長,教頭,場合によっては引率者の判断で） 

救急車の要請 

救急車の同乗 

⑩ 保護者への連絡 

⑪ 被害状況の把握 

⑫ 情報収集（２次災害の危険性，地域の被害

等） 

⑬ 教育委員会への連絡 

⑭ 保護者等からの照会に対する対応 

帰宅確認 校内巡視 通学路巡視 

児童の保護 

学校への連絡 負傷者,行方不明者の確認と救出 

学校への連絡 

実施可能な応急手当 
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５ 平日の夜・土日に地震が発生した場合の初動体制                

 

震  度 対  応 基本的な対応 

◇震度４程度 

 

管理職（校長・教頭） 

出勤可能な職員  自主参集 

・校舎内外の点検 

・被害状況の収集 

・教育委員会に報告 

◇震度５弱～５強 

 

管理職及び県費負担職員出勤 

（市職員自主参集） 

○本人及び家族等の安否や交通状況

を確認の上、可能な限り出勤。出勤で

きない場合は、学校に連絡する 

・校舎内外の点検 

・児童の安否確認 

・被害状況の収集 

・教育委員会に報告 

■震度６弱以上 

 

管理職及び県費負担･市職員出勤 

全職員体制をしく 

・児童の安否確認 

・被害状況の収集 

○人命救助 

○校内対策本部設置 

   （下図） 

 

 

６ 地震における教職員を中心とした組織の立ち上げ   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 避難所の西庄内小学校に来る避難者の対応 

 

給食物資班 3人 

（食育・環境・市職） 

 

校内対策本部 

本部長  ： 校 長 

副本部長 ： 教 頭 

学校避難場所としての開放 

総務情報班 2人 

（研究・生徒指導） 

 

避難所･救護衛生班 2人 

（養護教諭・人権） 

 ○ 避難所の運営・管理 

○ 市災害本部との連絡

調整 

○ 情報収集と伝達 

○ 避難所の生活面の

支援 

○ 救護に関すること 

○ 衛生管理に関する

こと 

○ 生活物資の配給と

管理 
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７ 休業日                

 

 

 

 

                      

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 

 

 

                          

 

 

Ⅳ. 不審者対応 

A 平常時、「外来者」への対応 

1. 職員玄関児童玄関及び校内いかなる場所も職員室に知らせることを旨に、立ち入りの侵入者に

はいずれの教職員もその都度声をかけることとし、常時危機管理意識をもって対応する。 

2. 出入り業者は、校舎内立ち入りを認める。 

地震発生 

西庄内小学校教職員緊急連絡網 

教職員非常招集 

 

保護者への連絡 

① 校舎内外の被害状況把握 

○ 保護者への連絡 

② 情報収集（２次災害の危険性，地域の被害等） 

③ 教育委員会への連絡 

④ 保護者等からの照会に対する対応 

○ 授業再開について教育委員会等と協議 

○ 学校避難場所の開放 

○ 家庭訪問 

○ 授業再開について教育委員会等と協議 

※■６ 勤務時間外に地震が発生した場合の初動体制参照 
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B 非常時・「不審者」への対応 

≪不審者と確認した際≫ 

【発見者】 

1. 児童（校庭及び教室の児童）への接近を最大限阻止する。 

2. 身元とその用事の確認の後、不審者と判断したら、ヘルプカードを隣の教室へ渡し、イン  

ターホンをあげる。 

3. 不審者に対しては退去を求め、大声で、近隣の教職員の救援と 110 番通報を求める。 

4. 児童の安全を第一義とし、その場で不審者より児童を保護し避難させる。 

【近隣職員】 

1. 不審者を確認し、非常事態の告知を校長にする。 

2. 児童の避難、不審者への対応に分かれて当たる。 

3. 職員室（管理職等）へ救援要請に向かう。 

【職員室】 ※（校長・教頭不在の場合は、教職員が代行） 

1. インターホンを確認し、「不審者」の発生位置を確認する。 

2. 「不審者」を確認した場合、全校放送で児童に避難の指示をする。 

3. 「避難班」は、児童を緊急避難誘導する。 

「避難班」以外は、発生場所に急行。現場での対応に加わる。 

（※ 放送は緊急退避の全校放送、退避は現場から最も離れた運動場とする。） 

4. 職員室では校長（又は教頭）が陣頭指揮を執り、110 番通報すると同時に警察到着までの間、

現場に複数教員を動員するなど、最善の措置を講じる。 

5. 校長（又は教頭）は、関係機関（市教委等）との連絡調整を図る 

≪負傷者が出た場合、又はその可能性のある場合≫ 

1. 校長（又は教頭）は、119 番通報で救急車を要請する。 

2. 救急車到着までの間、養護教諭他、複数教職員で応急処置を行う。 

3. 添乗・待機教員は、負傷児童の  

①氏名、②学年、③けがの状況、④搬送先（病院名）、⑤付添教員名を確認・把握する。 

（必ず記録に残し、正確を期す。） 

4. 陣頭指揮の校長（又は教頭）は、当該児童の保護者及び関係機関に速やか且つ正確に連絡す

る。 

（当該児童の保護者に対しては、実状に応じて当該学級担任等と速やかに役割分担を行い事後

処理に当たる。） 

C 事件・事故対策本部の設置 

1. 事件発生を確認した場合は、校長室に対策本部を設置する。 
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2. 教職員、保護者との連絡・調整の場を職員室とし、警察・マスコミ・市（県）教委等、関連機

関との対応は校長室で行う。 

3. 関係機関との対応はすべて校長が行い、教頭はこれを補佐する。＜一本化＞ 

また、実状に応じて生徒指導主任・当該学年主任が、校長・教頭への情報提供にあたる。 

4. 教職員は校長の指揮の下、役割を分担しつつも冷静沈着に行動し、迅速な対応にあたるものと

する。 

5. 教頭は、適宜保護者代表との調整を図り、保護者集会をもって構報の提供を行うとともに、保

護者間の不安と混乱の沈静化に努める。 

6. 事件・事故の最終解決とする時機は、当該児童・保護者及び学校内外の状況を鑑みて校長が判

断し、これをもって対策本部を閉じるものとする。 

D 学校の安全管理に関わる点検項目について 

1. 職員の危機管理に対する意思統一と訓練の徹底  

o 学校の危機管理体制について、マニュアルを作成し全教職員に周知徹底させる。 

o 全教職員が非常時に児童の安全を確保できるよう、不審者対応のための訓練を実施す

る。 

o 訓練を検討し、不審者対応マニュアルについて常に最善のものに改訂する。 

2. 侵入者がいかなる場合もあると考え、場面の確認や施錠確認を確かなものにする習慣づけを行

う｡ 

3. 出入り口を一本化する。  

o 児童への指導および保護者、来校者、出入り業者に常に理解を求めていく。 

4. 掲示物・看板の設置  

o 職員玄関や児童玄関には、学校安全に関わる掲示や来校時の対処について指示してお

く。（※無断で学校敷地内に侵入不可・職員室に声をかける等）  

5. 学校の出入り業者等への依頼  

o 出入り可能時間への協力依親等をすることにより安全な時間帯を確保する。 

E 学校における児童への防犯教育（校外） 

1. 複数での登下校 

2. 定められた通学路登下校の徹底 

3. 屋外で 1人遊びを避け、グループで遊ぶ方向へ 

4. 知らない人に声をかけられても絶対について行かない 

5. 「こども 110 番」等を日頃から確認しておき、迷わず助けを求める 

6. 夜間外出は一人でしない 

7. 行き先・遊ぶ友達・帰宅時間を家族に知らせる 

F 地域への依頼 

1. 適宜保護者、保護者代表等と連携を図り、地域と共に子どもたちの安全に対する関心を高める

ための啓発活動を行う。 

＜夜間の会合＞玄関は施錠し､保護者の入室等は正面玄関のみとし、会議開始時には玄関を施錠する。 
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Ⅵ． いじめ等対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

校長・教頭 

生徒指導担当 

関係児担任等 

養護教諭 

 

保護者等 

被
害
者
へ
の
対
応 

 

（
担
任
・
養
教
・
Ｓ
Ｃ
） 

ここで解決できるも

のは解決を行う。 

解決済みでも継続指

導でも，必ず報告を行

う。 

情報を得た教職員 子どもの気になる情報 

いじめの発見 

詳細把握 

(関係児担任等) 

報 告 

校長・教頭 生徒指導担当 

多機関への 

支援要請 

(必要に応じて) 

職
員
会
議 

関係者への対応 

いじめ解決への援

助・指導を話し合う。 

継続指導・経過観察

の報告をする。 

再発防止・予防的活

動や取り組みを行う。 

記録を残す。ただ

し，資料等の保管に留

意する。 

事実関係の

把握をする。 

対応の検討

を行う。 

必要に応じ

て開催する。 

加
害
者
へ
の
対
応 

 

（
担
任
・
生
徒
指
導
） 

傍
観
者
へ
の
対
応 

 

（
担
任
・
生
徒
指
導
） 

保
護
者
へ
の
対
応 

 

（
担
任
・
生
徒
指
導
） 

地
域
・
マ
ス
コ
ミ 

 

（
校
長
） 

いじめ対策委員会 

いじめの定義（Ｈ２５年）  

『児童等に対して、当該児童等

が在籍する学校に在籍している

等当該児童等と一定の人的関係

にある他の児童等が行う心理的

又は物理的な影響を与える行為

（インターネットを通じて行わ

れるものを含む。）であって、

当該行為の対象となった児童等

が心身の苦痛を感じているもの

をいう。』また、けんかやふざ

けあいであっても、その背景や

被害性等に着目し「いじめ」の

該当性を判断することとする。

という内容も付加。          

        文部科学省 
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                         学   校 

                     ・状況判断、対応を決める資料 

                     ・再発防止対策案の資料 

                     ・事後評価の資料 

      関係機関へ                         教育委員会へ                                                                     

    ・緊急連絡の資料         記録の目的        ・緊急連絡、報告 

                ・事実を客観的に把握し、対応、    等の資料 

                 事後評価等の基礎資料とする。 

      報道機関へ     ・連絡、報告の基礎資料とする。      保護者へ 

                                  ・状況、対応説明 

    ・記者発表の資料                        等の資料 

 

                  記録の整理 

      《 記録の内容 》 

      ・不審者の状況（人数、場所、凶器、何をしていた等） 

      ・児童の状況（負傷者の状況、避難の状況等） 

      ・施設設備等の破損状況 

      ・教職員の対応状況（防御、避難誘導、応急手当等）  

・負傷した教職員の状況（誰が、どんな、応急手当等） 

      ・関係機関等への連絡、支援状況（警察、消防、病院、教育委員会、保護者等） 

        《 記録に当たっての配慮事項 》 

      ・時系列で記録 

      ・正確な内容（事実と推察は区別しておく。不明なことは「？」を記入） 

      ・箇条書きで簡潔な文 

      ・重要な箇所はアンダーライン 

      ・情報源を備考欄に明記 

        《 その他 》 

      ・記録者（生徒指導担当）は、情報収集に努め、その都度状況を記録 

      ・状況が明瞭に把握できる記録用紙の工夫 

      ・記録の補助手段として、録音機・デジカメ等の有効な活用 

      ・記録は、緊急事態が発生した場合には、一カ所で集中管理 

      ・プライバシーに注意 

 

 

 

 

Ⅶ． 不当要求対応 

  
１．基本的心構え 
① 不当・理不尽な要求は断固拒否 ～ 最初から要求に対しては毅然たる姿勢を持って望むこと。
相手に対して社交儀礼や世間体を繕うなど、安易に妥協することなく明確に拒否する。 

  ② 平常心の保持 ～ 恐れたり感情的になったりせず、平常心を保ち、冷静沈着に対応する。 
③ 応対関係者間の緊密な連携 ～ 対応方針について、窓口担当者・対応責任者など、関係者間の
意思を統一しておく。 

④ 警察への連絡・相談 ～ 暴力的言動がある場合や不安を感じた場合等は迷わず警察に連絡・
相談をする。 

 

※ 記録を取る 
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 ２．電話での対処要領 
① 要件・相手の確認 ～ 相手の氏名・用件・団体名・所在地・電話番号等を確認する。 
② 担当者等の指定 ～ いきなり「校長を出せ。責任者はいるか。」などの要求があっても、最初
からトップを前面に出すことは控え、指定された管理責任者等がまず対応する。 

③ 意思表示の明確化 ～ 相手は、自分のペースに引き込み、執拗に購入させようとするので、購
入の意志がなければ「購入の意志はありません。お断りします。」と明確に拒否する。 

※ 「検討します。考えておきます。」などの曖昧な言葉は使わない。 
④ 長電話は避け早めに打ち切る工夫 ～ 意思表示を明確にしたあとは、「用件がありますので・
業務に支障をきたしますので・取り込んでおりますので、電話を切らせていただきます。」などの
表現で早めに電話を切り、相手に取り入る隙を与えない。 

⑤ 電話録音機等の活用 ～ 対応内容はできるだけ録音するか詳細にメモし、脅迫的言辞などの証
拠措置を執るとともに、警察に通報する。 

 
 ３．面接での対処要領 
  ① 職員玄関等で用件・相手の確認 ～ 相手の氏名・用件・団体名・所在地等を確認する。 
  ② 人数の制限 ～ 相手が団体できた場合は、代表者を絞り込み対応する。 

③ 対応者等の指定 ～ 交渉係・記録係・人相特徴の記憶係などの役割分担を指定しておき、相手
の人数より多い人数で対応する。 

④ 対応場所の選定 ～ 状況にもよるが、できる限り個室は避け他の教職員や外来者から視認で
きる場所で対応する。 

⑤ 相手側の身分や用件の確認と明確な意思表示 ～ 用件はしっかりと聞き取ること。相手は、自
分のペースに引き込み、執拗に購入させようとするので、要らぬ言質を取られないように注意し、
用件を掌握したあと、購入の意志がなければ「購入の意志はありませんのでお引き取り下さい。」
と明確に拒否する。 

   ※ 「また、日を改めてきて下さい。考えておきます。」など曖昧な言葉は使わない。 
⑥ 面接の時間制限 ～ 相手が執拗に居座ろうとするときは、「学校としても十分お話を伺いまし
たし、購入の意志がないこともはっきり申し上げました。これ以上の時間を費やせば、業務に支
障をきたしますのでお引き取り下さい。」等申し向けて退去を勧告し、早めにうち切るようにす
る。再三にわたる退去の要求に応じない場合は、「業務の妨害となりますので、警察に通報しま
す。」と申し向け、通報する。 

⑦ 証拠化措置 ～ 脅迫・不撤退等の不法事案に備え、カメラ・録音機・ビデオ等を準備しておく。 
 
 
 
 
 

Ⅷ．交通事故対応 

☆ 事故現場での処置 

交通事故を起こしたら、加害者の心は動転し、一瞬どうしたらよいか分からなくなる。しかし、

その一瞬の事故後の処置を誤ると、自分の立場をさらに悪くすることになる。運転手は、事故の被

害をできるだけ少なくするために、最善の処置をしなければならない。 

（１）まず停車する 

事故を起こしたら、すぐに車を停める。道路交通法では、道路の左側に停めることになっている。

停車したら、現場に行き、被害者や被害状況を確認する。 

（２）被害者を救護する 

運転手は、被害者が負傷していたら、直ちに救護に当たる。被害者が重傷の場合には、すぐに救

急車を呼ぶ。また、被害者が他の車にひかれないように、路上に放置せず、安全な場所まで運ぶ。 

（３）道路上の危険を防止する 

   対物事故などによっては、車の部品やガラスなどが路上散乱して交通の妨げになることがある。

被害者の救護義務を尽くしたら、路上に散乱した危険物を取り除く。カメラがあると撮影していた

方がよい。 
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（４）警察へ報告する 

   被害者の救護、路上での危険防止の措置を終えたら、即、警察署に事故の報告をしなければなら

ない。 

【警察に報告しなければならない事柄】 

① 事故発生の日時・場所 

② 死亡者又は負傷者の数・負傷の程度 

③ 損壊物及び損壊の程度 

④ 事故についてどんな措置を講じたか 

 

☆ 事故現場での記録 

後日損害賠償の請求を受けたときに備え、現場の証拠をなるべく集めておく。まず、被害者の住

所・氏名・電話番号等 相手が自動車の時は、ナンバー、保険会社名等。被害の程度や過失の有無、

相手の言い分などもメモすれば、後日の証拠となる。現場に目撃者がいれば、住所・氏名を聞いて

おく。カメラで状況等記録する。 

★ 事故後直ちに、校長（教頭）に一報を入れ指示を仰ぐ。校長は、教育委員会に報告する。 

 

               【人身】  《病院搬送》     警察  

     事故当事者  

               【対物】             校長     市教委  

 

【参考】 

☆ 事故当事者への処置 

自動車事故が起きたらまず救命措置が最優先される。そのあと警察による事故の原因調査 と、

被害者からの損害賠償の手続きが行われる。 

   １．警察による現場検証 

事故発生後、警察による現場検証が行われる。このとき警察官は、「実況見分調書」を作成す

る。この「実況見分調書」が、後に自己過失割合の資料となる。 

   ２．遺族調書の作成 

交通事故死の場合、警察官はその遺族に遺族調書を取る。遺族調書は、被害者の事故当時の

行動目的（なぜ現場にいたか）家庭環境、入っている保険などを調べる。この調査は、事故原

因が犯罪や自殺に関係がないかを確認する意味があり、遺族は、不愉快な感じを受ける。 

遺族調書の確認が終わると、その後は警察からの連絡はないので加害者のその後の処分につ

いては知らされない。 

   ３．加害者と加害車両の確認 

被害者は、自動車事故を起こした加害者に損害賠償を請求する。自動車事故で損害賠償義務

を負うのは、加害車両の運転者やその運転者の雇主、加害車両の所有者などがある。 

    ◎ 調査項目 

     ・ 加害者の氏名・住所 

     ・ 加害車両の登録番号や所有者の氏名・住所 

     ・ 運転者と所有者との関係 

     ・ 当日の運行目的 

     ・ 自賠責保険や任意保険の保険会社、契約者名、契約番号、契約内容 

※ 加害車両の所有者や保険内容等を確かめるために、車検証（自動車検査証）や自賠責 

保険（自動車損害賠償責任保険証明書）の提示を求める。 
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交通事故を起こしたら、損害賠償の問題が発生する。損害賠償の解決は、示談によること

が多い。スムーズに進めるには、事故発生時から被害者に対して誠意を尽くしておかなけれ

ばならない。 

被害者が負傷の場合には、病院に被害者を見舞い、入院費を負担するなどの誠意を見せる。

死亡した場合には、遺族にはっきりと謝罪し、見舞金等を渡したり、お通夜や葬式に参列し

たりする。 

◆ 被害者に誠意を示す 

   ４．保険会社への事故通知 

被害者が自動車保険に加入している場合は、その契約保険会社や代理店に事故（事故発生の

日時・場所・事故の概要）をする。 

   ５．検視と遺体検案書 

交通事故による死亡の場合は、医師による検視が行われる。また、ひき逃げなど死亡原因が

不明な場合は、司法解剖が行われる。解剖が終わると遺族は遺体検案書とともに遺体を受け取

る。病院からの遺体移送は葬儀社に依頼することが多い。 

   ６．入院後の死亡の場合 

交通事故後病院での治療後死亡した場合も、医師による検視が行われる。病院での治療費は

後の損害賠償の対象になるので、費用明細や領収証を保存しておく。 

   ◎ 加害者のときの詫び 

加害者は、被害者が入院している場合は、毎日病院に見舞いに行く。被害者が死亡した場合

は、自宅に詫びに行く。遺族の悲しみや怒りに耐えることは大変であるが、これをきちんとし

ておかないとあとの補償問題がスムーズに行かない。 

   ○ 自賠責保険 

    ◆ 被害者の救済 

自賠責保険は、正しくは「自動車損害賠償責任保険」という。自動車の所有者が強制的に加

入させられることから「強制保険」とも呼ばれている。自動車損害賠償保障法は、被害者の救

済を第一の目的としており、その第３条に、被害者が加害者から損害賠償を取りやすいように

するとともに、すべての自動車が保険加入を義務づけている。この保険では、死亡事故では最

高３，０００万円まで支払われる。 

   ○ 任意保険 

自動車保険には「強制保険」とは別に任意保険がある。強制保険が人身事故の損害賠償だけ

を対象としているのに対して、任意保険には、物件事故の賠償や運転者自身の傷害、車両の損

害を填補する保険がある。また、強制保険だけでは損害賠償をまかないきれない場合にそれを

填補する意味がある。強制保険では、死亡で３,０００万円、負傷で１２０万円以上は支払われ

ないため、死亡事故なら最低でも５,０００万円以上の請求が一般的である現在では、任意保険

が大きな役割を担っている。自分の加入の保険内容を確認しておく。 

   ○ お世話になった人へのお礼 

これは、交通事故に限らず一般社会の様々な場面で必要になってくるものではあるが、社会

人の常識の範囲できちんと礼を尽くすこと。必要以上にする必要はないが、誠意を持ってお世

話になった人にはお礼をしておく。 
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Ⅸ 新たな危機事象への対応ついて 

【１】Ｊアラートを通じて緊急情報が発信された際の対応 

 弾道ミサイルが着弾した際は、爆風や破片等による危険が想定されるため、それらから身を守る行

動をとることが必要です。正しい知識を身に付け、適切な避難行動をとることにより、被害を最小限

にすることが可能です。 

Ｊアラート対応マニュアル 

１．登校（登園）前の在宅中にミサイル発射情報（Ｊアラート発報）があった場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．登下校中にミサイル発射情報（Ｊアラート発報）があった場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．学校管理下でミサイル発射情報（Ｊアラート発報）があった場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自宅で待機してください。（窓から離れる。窓のない部屋があれば、そこへ移動） 

ミサイル通過情報・落下場所等の情報・大分県周辺への落下情報が出ても、自宅待機を続け、

市からの一斉メール等での指示を待つ。 

学校教育課と防災危機管理課が協議及び判断

し、学校長へ指示を行う 

 市は、「自宅待機」、「臨時休業」、「登校可能」等を一斉メールで連絡する。 

学校は、一斉メール未登録者へ電話連絡を行う。 

近くのできるだけ頑丈な建物等に避難する。 

建物がない場合は、物陰に身を隠すか地面に伏せ頭部を守る。 

「避難解除」の情報が確認されたら、登校もしくは下校を再開する。 

市は、「登下校再開」等を一斉メールで連絡する。 

学校は、一斉メール未登録者へ電話連絡を行う。 

教職員は、登下校中の児童生徒の状況を確認する。 

学校は、学校教育課へ確認後の報告をする。 

避難解除されるまで 

屋内の場合 

できるだけ窓から離れる 

頭部を守るためにしゃがむ等する 

速やかに校舎内へ避難する 

できるだけ窓から離れる 

頭部を守るためにしゃがむ等する 

教職員は、児童生徒の安全を最優先に情報収集を行う。 

学校は、一斉メールや電話で状況や対応の連絡をする。 

学校は、学校教育課へ確認後の報告をする。 

 

屋外の場合 
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（１）J アラートによる情報伝達と学校における基本的な避難行動の流れ 

 弾道ミサイルが発射され、日本に飛来する可能性がある場合は、Jアラート等により情報伝達されま

す。Jアラートにより国から緊急情報が発信されると、これを受信した市町村では、防災行政無線の警

報が屋外スピーカー等を通じて流れるなど、様々な手段により住民へ情報が伝達されます。また、携

帯電話等にもエリアメール・緊急速報メールが配信されます。 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）様々な場面における避難行動等の留意点学校にいる場合 

  児童生徒等が登校前や下校後で自宅等にいる場合は、安全確認が取れるまで待機し、身の安全を確

保することが必要であり、こうした行動ができるようあらかじめ指導しておくことが重要です。あわ

せて、早朝等に弾道ミサイル発射情報が伝達された場合の登校時間の変更や臨時休業などの学校から

の情報伝達の方法や安否確認の方法についても、あらかじめ決めた上で、周知しておくことが必要で

す。 

【校舎内の対応例】 

 例えば、弾道ミサイル発射情報・避難の呼び掛けがあった際に、教室内で授業中の場合であって、

地下室や窓のない部屋にすぐに移動することが難しい場合は、窓からなるべく離れて床に伏せて頭部

を守ること、机の下に入って頭部を守ることなどが考えられます。 

 

 

 



- 22 - 

 

【校舎外の対応例】 

 【校舎内の対応例】 

●例えば、弾道ミサイル発射情報・避難の呼び掛けがあった際に、教室内で授業中の場合であって、

地下室や窓のない部屋にすぐに移動することが難しい場合は、窓からなるべく離れて床に伏せて頭部

を守ること、机の下に入って頭部を守ることなどが考えられます。 

 【校舎外の対応例】 

●例えば、校庭での授業中の場合であって、近くの建物の中や地下に避難することが難しい場合は、

遮へい物のない校庭の中心ではなく、物陰に身を隠すか、その場で地面に伏せて頭部を守ることなど

が考えられます。 

 

【校外活動の場合】 

●屋内にいる場合でも、すぐに避難できるところに頑丈な建物や地下があれば直ちにそちらに避難す

るようにすることが求められます。 

●校外活動に際しては、学校として、計画の段階で様々な危機事象の発生も想定しておくことが求め

られます。活動場所での情報伝達方法や危機事案が発生した場合の避難について、事前に確認してお

くことが重要です。特に、野外での活動の際は、引率者は、携帯電話等の情報ツールを携行すること

はもとより、情報収集の手段を確保しておくことや、事案が発生した場合の避難を念頭においた下見

を行うことなど場所に応じた対応が求められます。 

●児童生徒等に対しては、こうした検討を踏まえ、例えば、自由行動中など教職員がそばにいない際

の避難行動や連絡手段について、事前に指導しておくことが求められます。 

 

【登下校中の場合】 

● 登下校中は、地震発生時と同様に、そのとき入手した情報に基づき児童生徒等が自らの判断で冷静

に行動できるよう、事前に指導しておくことが求められます。 

● 屋外スピーカー等から警報が発せられる場合、場所によっては聞こえないことも少なくありませ

ん。 

しかし、ミサイル発射情報はテレビやラジオでも伝えられるほか、緊急速報として携帯電話等にもメ

ールが配信されるので、聞こえてくる音を注意深く聞くことも大切です。また、緊急情報を知った人

が何らかの行動をとることから、周囲の変化や人の行動も情報の一つとして考えられます。 

電車やバス等、公共交通機関においては、車内に流れる情報や乗務員の指示を注意して聞き、その指

示に従うことが大切です。 

【スクールバス等における留意点】 

● 自動車乗車中の場合は、ガソリンなどに引火する危険があることから、車を止めて近くの建物や地

下等に避難する、周囲に避難できる場所がない場合は車から離れて地面に伏せ、頭部を守る行動をと

ります。 

● バスに乗っている児童生徒等の状況によって、車外に出ることが危険と判断される場合は、車内で

姿勢を低くして頭部を守ることも考えられます。地震の避難と同様、危機事象に遭遇した際には危険

回避のために統率のとれた行動ができるよう平素から指導をしておくことが大切です。 

 

【児童が自宅にいる場合】 

● 児童生徒等が登校前や下校後で自宅等にいる場合は、安全確認が取れるまで待機し、身の安全を確

保することが必要であり、こうした行動ができるようあらかじめ指導しておくことが重要です。あわ

せて、早朝等に弾道ミサイル発射情報が伝達された場合の登校時間の変更や臨時休業などの学校から

の情報伝達の方法や安否確認の方法についても、あらかじめ決めた上で、周知しておくことが必要で

す。 


